
 
 

平成２６年１１月２７日 

総合政策局物流政策課 

 

第４回 物流問題調査検討会の開催について 

 

第４回物流問題調査検討会を下記のとおり開催することとしましたので、お知らせします。 

 

記 

 

１．日時 

平成２６年１２月１日（月）１６時００分～１７時００分 

 

２．場所 

中央合同庁舎第３号館１１階特別会議室 

 

３．議題（予定） 

・輸送能力不足に関する現状報告と意見交換 

・物流分野における労働力不足対策アクションプラン策定に向けた中間整理について  

 

 

４．構成員 

 別紙のとおり 

 

５．その他 

・会議については傍聴不可、カメラ撮りは冒頭のみとします。 

・カメラ撮りを希望される方はあらかじめ、１１月２８日（金）正午までに、人数、氏名、所属、連

絡先を下記宛先までメールにて送付下さい。 

・当日１５：５０までに会場の入口にお集まり下さい。 

・議事概要等については、後日、国土交通省のホームページにて公開します。 

 

 

【問い合わせ先・登録先】 

国土交通省総合政策局物流政策課 土居、小林 

代 表：03-5253-8111（内線 53-312、53-314） 直 通：03-5253-8799 ＦＡＸ：03-5253-1674 

メールアドレス：doi-k2pd@mlit.go.jp  kobayashi-s2qf@mlit.go.jp  

mailto:doi-k2pd@mlit.go.jp
mailto:kobayashi-s2qf@mlit.go.jp


別紙 

物流問題調査検討会 構成員名簿 

座  長 ： 物流審議官 

メンバー ： 総合政策局物流政策課長 

土地・建設産業局建設業課長 

道路局企画課道路経済調査室長 

鉄道局長 

鉄道局総務課貨物鉄道政策室長 

自動車局長 

自動車局貨物課長 

海事局長 

海事局内航課長 

港湾局計画課企画室長 

一般社団法人日本物流団体連合会理事長 

日本貨物鉄道株式会社専務取締役 

公益社団法人全日本トラック協会理事長 

日本内航海運組合総連合会理事長 

※その他必要に応じてメンバーを追加する。 


